
 

 

社会福祉法人 箕面市社会福祉協議会 

令和８年度(2026 年度)事業計画 

 

基本理念 

「誰もが互いに支えあい、安心して暮らせるつながりのあるまちづくり」 

 

令和７年度は、大阪・関西万博の開催や女性初の総理大臣誕生など、社会が未来へ向か

って大きく変化した一年でした。本会においても、彩都エリアでの「彩都の丘学園地区福

祉会」の発足により、市内全小学校区において地域福祉の基盤が整う歴史的な節目を迎え

ました。組織面でも、理事・評議員の一斉改選、また中期経営計画の初年度として、人材

育成やＤＸ推進、財政基盤の立て直しに着手し、新体制での歩みを本格化させました。 

 

これまで本会は、地域で孤立する住民を生み出さないことを最優先に、相談事業の充実

や、地域での見守り・居場所づくりに加え、近年ではひきこもりの方の社会参加支援を進

めてきました。令和７年度には、その核となる「顔の見える総合相談・支援事業」の徹底

した検証を行い、今後の在り方を検討しました。 

 この検証を通じて明らかになったのは、職員のみの対応には限界があり、地区福祉会や

民生委員・児童委員との協働や、住民の生活基盤である自治会との連携こそが、孤立を防

ぐ鍵であるということです。本年度は、この検証結果を具現化し、新たなスタートを切る

年となります。事業名称を住民の皆様に分かりやすい「ご近所のつながり・支え合い活動

推進事業」へと一新し、担当職員の呼称についても、住民の皆様と共に支え合いの輪を広

げる専門職「地域福祉コーディネーター」と定め、その役割をより明確に打ち出していき

ます。 

  

令和８年度は、本会創立６５周年の記念すべき年です。この節目の年に開催する記念シ

ンポジウムを通じ、箕面の地域福祉の方向性を住民の皆様と分かち合うとともに、現在策

定を進めている「第４期地域福祉活動計画」を次なる指針として確立していきます。 

 ささえあいステーションの小エリア展開や、人が自然と集まる仕掛けづくりをさらに加

速させ、誰もが役割を持ち、安心して自分らしく暮らせる「地域共生社会」の実現に向け、

役職員一丸となって邁進していきます。 

 

 

 

 

中期経営計画・・・・地域福祉を推進する社協組織の経営基盤の強化を目的とした計画。 

地域福祉活動計画・・行政が策定する地域福祉計画の実現を目指すための住民等による具体的な 

活動・行動を示した計画。社会福祉協議会が呼びかけ策定。 



 

 

■ 重点的な取り組み 

 

１．第３期地域福祉活動計画推進と第４期計画の策定 

(1)【基本目標１】みんながつながり支えあう地域づくり 

①ご近所での気にかけ合う関係づくり 

地区福祉会との協働による、隣近所・自治会等における住民同士のつながり構築

および見守り強化に向けた「小地域ささえあい会議」の開催 

 

   ②同じ課題を持つ人同士の仲間づくり 

    ひきこもり当事者を支える家族が、悩みや経験を共有し、孤立感を解消するため

の「家族会」結成の支援 

 

   ③新たな支え合いの仕組みづくり 

    自力での住まい探しが困難な住宅確保要配慮者の入居を円滑にするための不動産

関係団体を交えたネットワークづくり（池田市・箕面市居住支援協議会の共同設置） 

 

④災害ボランティアセンター運営機能の強化 

箕面災害支援ネットワーク会議において、各団体の強みを活かした災害支援体制

構築に向けた運営マニュアルの更新及び具体的な被害を想定した設置訓練の実施 

 

(2)【基本目標２】福祉課題の発見の仕組みと相談体制の整備 

①支援につながる相談窓口づくり 

    地域の課題や困りごとを抱えた住民の早期発見に向けた、ささえあいステーショ

ンの機能強化の向けた取り組み 

 

    ・小エリア（高齢者が歩いて行ける範囲）ごとの開設 

 ・地区福祉会を中心とした「人の集まる仕掛け」づくり 

    ・地域の相談員である民生委員・児童委員との連携 

    

②ひきこもり世帯へのアウトリーチ 

    民生委員・児童委員との懇談（R7 実施）により把握した、支援に繋がっていない

ひきこもりの当事者や家族と繋がるための家庭訪問等の強化 

 

③多機関協働によるマネジメント機能の構築 

重層的支援体制整備事業における事業間連携の推進として、生活相談窓口及び高

齢者くらしサポート（地域包括支援センター）と地域福祉コーディネーターの連携

による社会的孤立を抱える住民への総合相談から社会参加支援、地域づくりまでの

一体的な展開 

 



 

 

(3)【基本目標３】地域福祉を推進する活動への支援 

①地域活動に参加しやすいきっかけづくり 

    若い世代をターゲットとした、地域活動の周知やボランティア募集のデジタル化

を推進するための専用アプリの導入 

 

②地域活動団体の活性化  

    自治会長をはじめとする自治会関係者が、ご近所での支え合いの基盤である自治 

   会の役割やあり方について意見交換を行う「（仮）自治会サミット」の開催 

 

   ③地域福祉シンポジウムの開催（創立６５周年記念事業） 

    シンポジウムを社協活動の功労者を称える記念事業と兼ねて開催 

 

   ④寄附文化づくりの推進 

クラウドファンディング等による新たな寄附者の開拓 

 

  (4) 第４期地域福祉活動計画の策定 

   ①第４期地域福祉活動計画の策定 

  校区別ささえあい推進会議や当事者組織、福祉専門職からの意見を集約し、地域

福祉活動推進委員会において第３期計画の振り返り及び次期計画を策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２．中期経営計画の推進による組織基盤の強化  

(1)人材確保と育成体制の整備 

①職員の定着率の向上  

・安心して働き続けられる職場マネジメントの向上 

・物価高等の社会情勢に対応した待遇改善の継続 

 

      ②総合的な人事育成システムの構築 

・育成計画に基づいた職場での指導とキャリアに応じた研修体系の整備 

・モチベーションを高める評価の仕組みづくり（人事考課制度の見直し） 

 

(2)事業・組織の強化 

①広報力の強化 

社会福祉協議会の認知度を高めるため、ターゲットに合わせた効果的な情報発信 

・SNS や動画の活用等による若年層、現役世代向けの PR 強化 

 

   ②DX の推進による業務変革 

非効率業務の改善と住民や関係団体との更なる協働を促進するための DXの推進 

・業務における AI 活用の推進と使用ルールの確立 

・地域情報を住民・関係団体と共有し、つながりをつくるシステムの構築 

 

③地域と支援機関をつなぐコーディネート機能の強化 

    地区担当職員の名称を「地域福祉コーディネーター」と定め、ささえあいステー

ションを拠点に、地域のつながりづくりの中から孤立した住民の早期発見や支援、

地域づくりまでを担う専門職としての役割を明確化 

 

(3)財政基盤の安定 

   ①介護サービス事業の収益改善 

ヘルパーステーション、デイサービスの赤字削減・解消 

・収入規模に合わせた人員配置の最適化 

・業務の効率化による稼働率の向上 

 

②自主財源の確保 

寄附の使い道や成果を様々な媒体で伝え、新たな寄附者を開拓する 

・継続寄附者や遺贈寄附の増加、企業の社会貢献活動との連携 

 

   ③市交付金・委託料の確保 

    物価上昇・賃上げを反映した算定基準の見直し 

 

 



 

 

(4)本部事業への繰入金の確保 

在宅サービス事業については、利用者の減少に伴う人員体制の見直しにより事 

業規模を縮小した。8 年度は、立て直し期間として繰入額は減少。 

 

繰入金（分担金含む）5,512 千円（前年比△6,225 千円） 

① 居宅介護支援事業所 

目標値 要介護 要支援 繰入額 

R8 119件/月 40件/月 2,048 千円 

R7 168件/月 40件/月 3,666 千円 

差引 △49件/月 0件/月 △1,618千円 

    ※人員体制の減 6 名 ⇒ 4名へ 

 

② 訪問介護事業所 

目標値 介護保険 総合事業 障害総合 繰入額 

R8 620時間/月 150時間/月 920時間/月 464千円 

R7 950回/月 150回/月 722回/月 3,908 千円 

差引 - - - △3,444千円 

※障害総合（障害居宅、重度訪問介護、同行援護、移動支援の４事業） 

 目標設定を回数から時間へ変更 

 

③ 稲デイサービス 

目標値 介護保険 総合事業 繰入額 

R8 5,800 人 18.9人/日 2,136 人 6.9人/日 0千円 

R7 6,200 人 19.9人/日 1,800 人 5.8人/日 1,163 千円 

差引 △400 人 △1.0 人/日 300人 1.1人/日 △1,163千円 

 

④ 介護老人保健施設 

目標値 入所・短期 通所 訪問リハ 分担金額 

R8 91人/日 27人/日 2.5人/日 3,000 千円 

R7 91人/日 27人/日 2.5人/日 3,000 千円 

差引 0人/日 0人/日 0人/日 0円 

 


